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〔論 文〕 

事業部間での知識移転と管理会計システムの設計 

福 田 淳 児 

1 . 研究の目的 

今日の不確実かつ複雑な環境に直面した企業

が, 競争力を獲得・維持していくうえで, 企業

が有する知識また知的資本は非常に重要な源泉

の一つである  (Grant 1991, 119 ; Zander and 

Kogut 1995, 76)｡ Kogut and Zander (1992, 384) 

は, 組織の存在理由を, 知識の効率的な移転や

共有にあると主張している｡ 仮に, 既存の異な

る知識の組み合わせから, 新たな知識が創造さ

れるとすれば, 個人間および組織単位間で行わ

れる知識の移転や共有は, 組織内または組織間

でのイノベーションの生成のための必要条件の

一つであると考えられるのである｡ 

本研究では, 今日の日本企業において, 代表

的な組織形態の一つである事業部制組織を前提

として, 同一企業内の事業部間で行われる知識

の移転の頻度にマネジメント・コントロール・

システム (MCS) が及ぼす影響ついて考察を行

う｡ すなわち, 事業部がそれぞれの事業活動の

遂行のプロセスで獲得した知識を, 同一企業の

他の事業部との間で移転を行うさいに, MCS の

設計およびトップ・マネジメントによる MCS

の利用の方法がどのような影響を及ぼしている

のかを明らかにすることが, 本研究の目的であ

る｡ 

本研究において, 知識の移転に MCS が及ぼ

す影響を考察する理由は以下の諸点にある｡ 第 

1 に, 企業の競争力の獲得・維持にとって, 企業

が有する知識また知的資本が重要であるとする

認識が, 学界および実務界において高まるにつ

れて, 管理会計研究の領域においても, 管理会

計システム, また管理会計システムをその一部

とする MCS の設計やその利用の方法がナレッ

ジ・マネジメントに与える影響が重要なトピッ

クの一つになりつつある (Editorial 2004, 1)｡ 本

研究において考察の対象となっている知識の移

転は, ナレッジ・マネジメントの下位プロセス

の一つに位置づけることができる｡ 

第 2 に, 実務においては, 同じ企業のなかに

位置している事業部同士であっても, 必ずしも

事業部間における知識の移転は, うまく遂行さ

れていないようである｡ 事業部間での知識の移

転は, 他の事業部が既に有している知識を当該

事業部が獲得し, その知識を当該事業部の事業

活動の遂行の際に活用することで, 受け入れ側

の事業部の業務の改善をもたらすことが期待さ

れる｡ さらに, 事業部がもともと有していた知

識と新たに他の事業部から獲得した知識とが組

み合わされることで, 新製品や新事業開発とい

ったイノベーションに結びつく可能性も存在す

るのである｡ このことは, 単に事業部レベルで

の業績の改善にととどまらず, 全社的なレベル

での業績の改善をもたらす可能性もある｡ しか

しながら, 現実には, 事業部間に存在する人的

な関係の問題, さらには各事業部が有している

組織文化に起因する要因のために, 同一の企業

であっても, 異なる事業部間での知識移転はあ

まり効果的に実施されていないことが実状のよ

うである (Szulaski 1996, 33-36 ; Ruggles 1998, 

86-89)｡ 

第 3 に, MCS の設計やトップ・マネジメント

による MCS の利用の方法は, 組織の人間行動

に大きな影響を及ぼす (Merchant 1998, 250-251) 

ことで, 組織目的の達成をより効果的, 効率的

に遂行することを目的としている｡ トップ・マ

ネジメントは, MCSの設計やその利用を通じて, 

事業部長またそれよりも下位の職位の人々の行
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動に影響を与えることで, 全社的な目的を達成

することを意図しているのである｡ このことは, 

組織内における MCS の設計やトップ・マネジ

メントによる MCS の利用の方法が, 事業部長

による事業部間での知識移転に対する取組みに

影響を及ぼしている可能性があることを意味し

ている｡ 

しかしながら, MCS の設計およびその利用の

観点から, 知識の移転に言及した研究はこれま

でのところわずかしか存在していない｡ 例外的

な研究として, たとえば, 個人レベルでの知識

の移転に焦点を当てた研究として, Morris and 

Empson (1998) をあげることができる｡ また, 

組織単位レベルでの知識の移転に焦点を当てた

研究としては, Gupta and Govindarajan (2000) を

あげることができる｡ 前者の研究では, インセ

ンティブ・システムの設計や組織の文化的な要

因が, 専門家の間での知識の移転に及ぼす影響

についての考察が行われている  (Morris and 

Empson 1998, 616-620)｡ 他方, 後者の研究では, 

コミュニケーション理論に依拠して, グローバ

ルに事業を展開した企業の子会社間また本社と

子会社との間での知識のフローに影響を及ぼす

要因が識別されている (Gupta and Govindarajan 

2000, 475-489)｡ しかしながら, これらの研究

で考察の対象として取り上げられてきた知識の

特性, また MCSの特性やその利用の方法は, 管

理会計研究の視点から眺めると, なお包括的な

ものであるとは言えないであろう｡ 

そこで, 本研究では, 2005年度に日本企業の 4 

つの業種に属する企業の事業部を対象として実

施した質問票調査の分析結果に基づいて, MCS

の設計の特性およびトップ・マネジメントによ

る MCS の利用の方法と同一企業の事業部間で

行われる知識の移転の頻度との間の関係を明ら

かにすることを目的としている｡ そのさい, 後

述するように, 移転の対象とされている知識が, 

組織の中でどのような形で保有されているかと

いう知識の特性の次元にも着目し, 考察を行

う｡ 

本稿の構成は次のとおりである｡ 次節では, 

既存の理論的な研究およびこれまでに実施され

たいくつかの経験的な研究の成果に基づき , 

MCS の設計及びトップ・マネジメントによる

MCS の利用の方法と事業部間での知識移転の

頻度との関係についての仮説を導出しよう｡ 第 

3 節では, 本研究で採用された調査方法および

本調査のサンプルについて紹介を行う｡ 第 4 節

では, 質問票調査で得られたデータの分析結果

に基づいて, 第 2 節で設定された仮説の検証作

業およびその解釈を行うことにする｡ ここで得

られた分析の結果は, 将来の理論的な研究およ

び実務にとって興味深いインプリケーションを

有している｡ 最後に, 第 5 節では, 本研究のま

とめを行うとともに, 本研究の限界点および今

後の研究課題について述べる｡ 

2 . 従来の研究と仮説設定 

Editorial (2004) は, 知識について, Chaminade 

and Roberts (2003) の定義に従って, ｢真である

ことを証明され, そしてコンテクストに関連付

けられた情報である｣ (Editorial, 2004, 1) と定

義している｡ 知識はその内容の観点から多様性

を有するものであるが, Gupta and Govindarajan 

(2000) は, そのなかでも, 組織のなかで利用さ

れている具体的なノウハウや実践に焦点を当て

ることで, グローバル企業における知識の移転

の問題に取り組んでいる｡ 本稿においても, 事

業部が実際の業務の遂行にあたって獲得し, ま

た利用しているノウハウまたは実践に焦点を当

て, 同一企業の事業部間でこれらのノウハウや

実践といったものがどの程度移転されているか, 

さらに MCS の設計およびその運用がそれらの

移転の頻度にどのような影響を及ぼすかを明ら

かにすることを目的としている｡ 

個人間または組織単位間での知識移転につい

て考察を行うさいには, 知識の移転がどの程度

の頻度で行われているのかという問題とともに, 

知識が移転される方向性も非常に重要な問題の

一つである (Gupta and Govindarajan 1991, 771- 

772 ; 2000, 489-490)｡ これは, 一つには, 知識

が移転される方向性が, 知識の移転に関与する

個人や組織単位のモチベーションと深く関連し

ていると考えられるためである｡ 

他の事業部から知識の獲得を行っているまた
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は行おうと考えている事業部のモチベーション

の大きな部分は, 自事業部の業績の改善にある

と考えられる｡ すなわち, 知識の獲得を行って

いる事業部は, 他の事業部から新たな知識を獲

得し, それを事業活動において活用することを

通じて, 自事業部の業務の遂行方法を改善する

ことで, 業績を改善することを意図していると

考えられるのである｡ このことから, 他の事業

部からの知識の獲得は, ある程度, 利己的なモ

チベーションに基づいて行われていると考える

ことができよう｡ 

他方で, 事業部の有している知識を他の事業

部へ提供するといった事業部の行為は, 少なく

とも短期的には, 利他的な行為として特徴付け

ることができるかもしれない｡ もちろん, 同じ

組織の中に長期にわたって存在する事業部は, 

いわゆる繰り返しゲームを行っているので, 長

期的な観点を加味して, それぞれの時点での自

らの行為を決定している側面はある｡ これは, 

貸し借りの関係として解釈することができるか

もしれない｡ しかしながら, 知識の提供は, 提

供側の事業部にとっても, 多かれ少なかれ, 時

間を消費する行為であるとともに, 少なくとも

短期的には知識の提供側の事業部に直接的な便

益をもたらすか否かは明確ではない｡ 

本研究では, これらの点を踏まえ, 事業部に

よる知識の獲得と提供の側面をモチベーション

の観点から明確に区別をして考える｡ そのうえ

で, MCS の設計およびトップ・マネジメントに

よる MCS の利用の方法が, 事業部における同

一企業の他の事業部からの知識の獲得の頻度お

よび事業部による他の事業部への知識の提供の

頻度にいかなる影響を及ぼすかを検討している｡ 

本稿ではこのうち, MCS の設計およびトップ・

マネジメントによる MCS の利用の方法が, 事

業部による知識の獲得の頻度に及ぼす影響を取

り上げ, 考察を行うことにしよう｡ 

2 . 1 予算の達成可能性が知識の獲得の頻度に

及ぼす影響 

予算管理は, ｢マネジメント・コントロール・

プロセスにおいて最も可視的な方法で会計情報

を利用している｣ (Emmanuel et al. 1990, 160) と

いう特徴を有する管理会計技法の一つであり, 

管理会計研究において, これまでに, 多くの研

究の蓄積がなされている領域でもある｡ 

予算目標の設定は, 事後的な事業部また事業

部長の業績の測定および評価と, 多かれ少なか

れ, 結びつけられている｡ このために, 予算目

標の達成は事業部長にとって大きな意味を有し

ており, このことが予算の組織内での重要性を

高めている要因の一つでもある｡ 事業部長の予

算目標の達成に向けたモチベーションに影響を

与える要因としては多様なものが考えられるが, 

その一つとして, 事前に設定された予算目標と

予算目標の設定時点で事業部が有している能力

との間に事業部長が知覚しているギャップの大

きさがあると考えられる (Emmanuel et al. 1990, 

171-175)｡ 実際の業務の遂行過程で, 事前に設

定した予算目標を達成していくためには, 事業

部長はこの知覚されたギャップを埋めることで, 

業務を効果的・効率的に遂行することを要求さ

れる｡ すなわち, 予算目標を達成するためには, 

現時点で事業部が有している能力を超えた能力

が必要とされるのである｡ 予算の遂行にあたっ

て必要とされる知識の程度は, 設定された予算

の水準と事業部の能力の間のギャップに依存し

ているのである｡ 同様なことは, 例えば Hoegl 

et al. (2003) においても指摘がなされている｡ 

Hoegl et al. (2003, 749 ; 758) は, 組織単位の技

術的な能力および資源の欠如が知覚されている

ような状況では, 業務の遂行にあたって, 当該

組織単位はネットワークの形成およびその展開

を促進することを通じて, 業務の達成を行なう

ことを明らかにしているのである｡ 

これらのことから, 設定された予算目標と予

算目標が設定された時点での事業部の能力との

間にギャップを知覚している事業部では, この

ギャップを埋めるために, より積極的に他の事

業部が有する知識や情報の探索を行なう可能性

があるのである｡ 探索の結果, 他の事業部が自

事業部が予算目標を達成する上で必要となる知

識を有していることが分かれば, それらの知識

をより積極的に獲得する可能性があると考えら

れるのである｡ この探索の範囲および強度さら

にその結果としての知識の獲得の頻度は, 事業
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部長の知覚している予算目標の達成に必要とさ

れる能力と予算目標の設定時点での自事業部の

能力との間のギャップに依存していると考えら

れるのである｡ 

しかしながら, 両者の間に存在するギャップ

と, 知識の獲得の頻度との間には, 単純な直線

関係は存在しないであろう｡ これまでに行われ

てきたモチベーション理論に基づく予算管理に

関する研究 (Otley, 1987) は, 事業部長の受け

入れ可能な水準を超えてきつい予算目標の設定

は, 予算目標の達成に向けた事業部長のモチベ

ーションを低下させてしまう効果を有している

ことを明らかにしている｡ また, 同様に, 達成

があまりにも容易な水準の予算目標の場合には, 

事業部はこれまで自事業部の有していなかった

知識や情報を探索する必要はないであろう｡ こ

のことから, このような状況では, 知識の探索

の 必 要 性 は 低 く 知 覚 さ れ る 傾 向 が あ る 

(Hofstede 1968, 150-156)｡ これらのことは, 予

算目標の達成水準があまりに厳しい状況または

それがあまりに容易な状況においては, 事業部

長の予算目標の達成に向けたモチベーションが

低下することから, 彼らが有する知識の探索を

行う傾向も弱まり, その結果として事業部によ

る知識の獲得の頻度も低下する可能性が考えら

れるのである｡ これらのことから以下の仮説を

設定する｡ 

仮説 1  事業部長が知覚している予算目標の達

成に必要とされる能力と予算目標の設定時点で

の自事業部との能力との間に存在するギャップ

の大きさと, 事業部による知識の獲得の頻度と

の間には逆Ｕ字型の関係が存在する｡ 

2 . 2 予算参加が知識の獲得の頻度に及ぼす影響 

事業部長による事業部予算編成への参加は, 

事業部長の予算目標達成に向けたモチベーショ

ン, 設定された予算目標のタイトネスなどに大

きな影響を及ぼす要因の一つであることがこれ

までの研究からも明らかにされてきた｡ 事業部

長による予算編成への参加は, 設定された予算

目標を自分自身の目標であるとする事業部長の

認識を高めることで, 予算目標の達成に向けた

コミットメントを高める効果を有している 

(Emmanuel et al., 1990, 174-175)｡ さらに, 事業

部予算の編成プロセスに, 事業部長が参加する

ことによって, 一連の予算編成プロセスにおい

て, 事業部長とその上司との間での予算の設定

に向けて, 頻繁なコミュニケーションが行なわ

れる可能性がある｡ この頻繁に行われるコミュ

ニケーションを通じて, 上司の有している経済

全般についての環境認識また事業部の直面して

いる事業環境に対する認識, そのもとでの事業

部の次年度の成果に対する期待, また設定され

た予算目標をどのような方法で達成すべきかに

ついての上司の考えについて, 事業部長との間

で理解が促進される (Paker and Kyj 2006, 32 ; 

39) 可能性がある｡ これらの要因は, 事業部長

に, 予算事業年度が開始されたのちの事業活動

の遂行プロセスで予算目標の達成にあたって, 

どのような活動が必要になるのか, またそのた

めにどのような知識の獲得が必要とされるのか

ということについて一定の理解を与えるもので

あり, 事業部が獲得すべき知識の内容を明確に

する効果を有していると考えられる｡ 

予算目標の達成は, 一般的には, 事後的な業

績の測定・評価と結びつけられていることから, 

事業部長にとって重要なものである｡ 予算目標

の達成に向けてどのような活動が望まれるのか, 

またそのためにどのような知識を獲得すべきか

を明確にすることで, 事業部長による知識の探

索がより焦点を絞ったものになると考えられ

る｡ 

事業部長による事業部予算編成への参加は, 

予算目標の達成に向けたコミットメントを高め

るとともに, 参加を通じた上司との対話を通じ

て予算の遂行過程で必要とされる知識を明らか

にすることから, 必要な知識の探索がより積極

的に行われるとともに, 当該知識の獲得がより

頻繁に行われる可能性がある｡ このことから以

下の仮説を設定する｡ 

仮説 2  事業部長の予算編成への参加の程度が

高まれば, 当該事業部による知識の獲得の頻度

は高まる｡ 
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2 . 3 インセンティブ・システムの設計が知識

の獲得の頻度に及ぼす影響 

グローバルに事業活動を展開している企業を

対象としたGupta and Govindarajan (2000, 486-489) 

の研究によれば, インセンティブ・システムの

設計が本部と子会社間で行われる知識の移転の

頻度に影響を及ぼすことが発見された｡ しかし

ながら, 他方で, 彼らの研究では, インセンテ

ィブ・システムの設計が, 子会社間における知

識移転の頻度には何ら影響も及ぼさないことも

発見されている｡ すなわち, Gupta and Govindarajan

の研究においては, インセンティブ・システム

の設計が, 本部と子会社間という垂直的な関係

にある組織単位間の知識の移転の頻度に影響を

及ぼす一方で, 水平的な関係にある子会社間で

の知識の移転の頻度に影響を及ぼしてはいない

ことが示されたのである｡ インセンティブ・シ

ステムの設計が子会社間での知識の移転の頻度に

影響を及ぼさないという Gupta and Govindarajan 

(2000) の発見は, インセンティブ・システムの

設計が, 子会社間で知覚される相互の関係性に

ついての知覚に影響を及ぼすという一連の研究成

果 (例えば, Salter 1973, 95 ; Gupta and Govindarajan 

1986, 707) とはある部分矛盾していると考えら

れる｡ すなわち, 従来の研究では, 子会社の社

長ならびに社員のボーナスを全社またはグルー

プの業績に結び付けることで子会社が全社また

は当該グループの一員であるとの認識を高める

効果があることが明らかにされている｡ 逆に, 

子会社の社長ならびに社員のボーナスを当該子

会社の業績にのみ依存させると, 子会社は他の

子会社との関係を独立的なものであると認識す

る傾向があることが発見されている｡ 前者の状

況では, 子会社間での協力関係がより促進され

るために, 子会社間での知識移転の頻度が高ま

ると期待されるのである｡ 

Gupta and Govindarajan (2000) の研究におけ

る発見を説明するために, 本研究では, 移転の

対象となっている知識の特性を考慮にいれる｡ 

知識には, 大きく明示化された知識と暗黙的な

知識が存在している1)｡ ここで, 明示化された

知識とは, 例えば報告書の形で文章化がなされ

ていたり, 手続きの形で文書化などが行われて

いる知識のことである｡ このようなタイプの知

識は, 組織単位間または個人間での移転が容易

であると考えられる｡ このために, インセンテ

ィブ・システムの設計とは無関係に, ある程度, 

事業部間での知識の共有が行われる可能性があ

ると考えられる｡ 

これに対して, 明示化がなされていない知識

や暗黙的な特性を有する知識は, 移転が容易に

は行われないであろう (Reagans and McEvily 

2003, 260)｡ 明示化がなされていない知識や暗

黙的な知識の担い手は個人またはそのグループ

であることから, 移転に際しては, 多大な時間

と労力をかけて人的な接触を通じて行うことが

必要であると考えられる｡ このために, このタ

イプの知識の移転は, 当該知識の必要性が高い

状況で行われるであろう｡ また, そこでは提供

側の事業部の協力が不可欠な要因となることが

予想される｡ このため, 事業部が明示化がなさ

れていない, または暗黙的な知識を獲得するに

は, 当該事業部と他の事業部との間で協力的な

関係があることが前提となろう｡ 既述のように, 

インセンティブ・システムの設計は組織単位間

の関係に関する知覚に影響を及ぼすことが従来

の研究からも明らかにされている｡ このことは, 

事業部長の報酬を事業グループまたは全社的な

業績にリンクさせることによって, 事業部間に

ある程度協力的な関係の必要性を知覚させるこ

とが可能であると考えられる｡ このことから以

下の仮説を設定する｡ 

仮説 3  事業部長の報酬が事業グループまたは

全社的な業績にリンクされているほど, 事業部

による明示化されていない, または暗黙的な知

識の獲得が促進される｡ 

2 . 4 知識の獲得が事業部業績に及ぼす影響 

事業部が, 他の事業部から獲得した知識を効

果的また効率的に活用することで, 当該事業部

の業務遂行方法に改善がもたらされる可能性が

ある｡ さらに, 事業部が他の事業部から知識を

獲得した場合には, 仮に他の事業部から当該知

識を獲得することなく, 自ら試行錯誤を通じて

それらの知識を獲得する場合に必要とされたで
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あろう資金および従業員の時間や管理者の注意

といった組織にとっての希少な資源の節約をも

たらす可能性がある｡ 他の事業部からの知識の

獲得によって節約された資源の部分は, 新しい

知識の獲得や問題の解決に向けて, 事業部によ

って利用されるかもしれない｡ 具体的には, 余

裕の資源が既存製品の改良に向けられたり, 場

合によっては, 市場のニーズを反映した新製品

の開発につながる可能性もある｡ これらのこと

は, 知識の獲得が事業部業績に改善をもたらす

可能性を示唆しているといえよう｡ 以上のこと

から以下の仮説を設定する｡ 

仮説 4  他の事業部から頻繁に知識を獲得して

いる事業部は, そうでない事業部に比べて, 高

い事業部業績を示すであろう｡ 

3 . 研究方法とサンプル 

本研究では, 上記の仮説を検証する目的で, 

2005年度に日本企業を対象とした郵送質問票調

査を実施した｡ 文献レビューおよび筆者が行っ

たインタビュー調査に基いて作成した質問票の

ドラフトを,  3 名の管理会計研究者および 2 名

の実務家の方にレビューしていただいた｡ そこ

で出された質問の順序および使用している用語

についてのフィードバックに基づいて, 質問票

に修正を加えた後, 質問票調査を実施した｡ 

なお, 本質問票調査におけるサンプルの収集

手続きは次のとおりである｡ まず, 東京証券取

引所に上場している企業のうち, 電気機器, 精

密機械, 化学および食品産業という 4 つの業種

に属する企業を選択した｡ これは次の 2 つの理

由による｡ 第 1 に, 本研究の対象が事業部制組

織を採用している企業を前提としていることか

ら, 比較的多くの企業において, 事業部制の採

用が期待される業種を選択した｡ 第 2 に, 将来

的な国際比較研究の可能性を加味し, アメリカ

や, イギリスをはじめとするヨーロッパ諸国に

おいても産業として盛んな業種を選択した｡ こ

れらの業種に属している企業で, かつ役職名な

どから事業部制を採用していると考えられる企

業のトップ・マネジメントに電話または手紙に

よって面会を依頼した｡ 面会を承諾していただ

いた企業のトップ・マネジメントには, 本研究

の趣旨を直接面会し, また数社については電話

で, 説明を行った｡ このさい, 事業部制を採用

していることが確認できた企業に対して, それ

ぞれの企業の複数の事業部への本研究への参加

をトップ・マネジメントに依頼した｡ 参加を了

承していただいた企業41社のトップ・マネジメ

ントに, 事業部長に質問票を渡してもらうこと

を依頼し, 研究の趣旨を説明した短い手紙, 質

問票および切手を貼った返信用の封筒をおいて

きた｡ また,  2 社についてはそれらの書類を郵

送した｡ その結果, 101の事業部から回答が得

られた｡ ただし, 本部が回答を取りまとめて送

付してきた企業および回答に不備が見られた事

業部の回答は, 今回の分析からは除外すること

とした｡ 結果として約33社, 83の事業部より得

られた回答が今回の分析のサンプルである2)｡ 

4 . 仮説の検証 

本研究の対象となる組織単位は, 内部に複数

の職能を有している事業部である｡ このために, 

本研究で対象とされる事業部間で移転が行われ

る知識の内容も多岐にわたる可能性が推測され

た｡ そこで, 本研究では, 考察の対象となる知

識を網羅的なものとするために, Porter (1985, 

36-53) によって提唱された価値連鎖の概念を

利用した｡ Porter は, 企業の価値活動として,  5 

つの主活動と 4 つの支援活動を示しているが, 

本研究ではそれぞれの価値活動について, 従来

の研究との比較可能性を考慮したうえで, 各価

値活動に関連性の深いノウハウまた実践を選択

することにした｡ 

事業部による知識の獲得の頻度については, 

表 1 で示した10の知識について, 過去 3 年間3)で

どの程度, 同一企業の他の事業部から獲得を行

ったかを事業部長に 7 点リッカートスケールで

たずねている｡  1 はそれぞれの知識について, 

当該事業部による他の事業部からの知識の獲得

が ｢全くない｣ ことを,  4 は ｢時々行われる｣ 

ことを,  7 は ｢継続的に行われている｣ ことを

示している｡ なお, 事業部が当該知識に関連し
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た職能を内部に有しておらず, その職能に関連

した知識が当該事業部にとってそもそも移転の

対象とならないと考える場合には, N / A を選択

してもらうことにした｡ なお, 以下の分析では, 

Gupta and Govindarajan (2000) と同様に, 上記

で示した10の知識についての事業部による獲得

の頻度を単純平均した値を当該事業部の知識の

獲得の頻度と定義している｡ なお, 本稿で使用

する変数の記述統計量については, 付表 1 に示

してある (以下, 同様である)｡ 

 

表 1 . 本研究で取り上げる知識およびノウハウ 

Porter の価値連鎖 調査で取り上げた知識・スキル 

主活動  

購買物流 在庫管理に関するノウハウ 

製造 製造能力 

出荷物流 配送ノウハウ 

マーケティング・販売 製品のマーケティング・ノウハウ 

サービス 顧客サービスに関するノウハウ 

支援活動  

全般管理 事業部のマネジメント・システムおよび実務 

人事･労務管理 人材開発に関わるノウハウ 

技術開発 製品設計 

生産工程の設計 

調達活動 原材料・部品の購入ノウハウ 

(注 : 価値連鎖内の個々の活動の訳語については Porter (1985, 邦訳, 49) を参考にした｡) 

 

4 . 1 仮説 1 の検証 

仮説 1 は, 事業部長が知覚している予算目標

の達成に必要とされる能力と予算目標の設定時

点での自事業部との能力との間に存在するギャ

ップの大きさが, 事業部による知識の獲得の頻

度にどのように関連しているかということに関

するものである｡ 

本研究では, 事業部長が知覚している予算目

標の達成に必要とされる能力と予算目標の設定

時点での自事業部との能力との間に存在するギ

ャップの大きさを, 事業部長による予算目標の

達成可能性の知覚でとらえている｡ 事業部長に

よる予算目標の達成可能性の知覚とは, 予算目

標を設定した時点で, 設定された予算目標を事

業部長がどの程度達成可能であると知覚してい

るかを示している｡ 具体的には, 予算目標の達

成可能性については, 事業部長に, 過去 3 年間に

おいて, 予算目標が設定された時点での予算目標

の平均的な達成可能性の知覚を百分率で尋ねて

いる｡  0 ％は予算目標の達成は不可能であると事

業部長が知覚していることを, 100％は必ず達成

可能であると知覚していることを意味している｡ 

仮説では, 事業部長の予算の達成可能性の知

覚と事業部による知識の獲得の頻度の間に逆Ｕ

型の関係が存在することが想定されていた｡ 仮

説で示された関係を反映した回帰式は次のとお

りである4)｡ 

Y = α + β1X - β2X
2 

ここで, 被説明変数である Y は事業部による

他の事業部からの知識の獲得の頻度を示してお

り, 説明変数である X は事業部長により知覚さ

れた予算の達成可能性の知覚を示している｡ 回

帰分析の結果は, 次の表 2 に示すとおりである｡ 
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表 2 . 事業部による知識の獲得の頻度に予算の達成可能性の知覚が与える効果 

説明変数 非標準化係数 B 標準誤差 t 値 有意確率 

定数 1.040 2.132 0.488 0.627 

予算の達成可能性 7.898 6.160 1.282 0.203 

予算の達成可能性2 5.174 4.312 1.200 0.234 

F = 0.929 調整済み R2 =  - 0.002 n = 83 

 

表 2 に示された結果をみると, 事業部による

知識の獲得の頻度と事業部長による予算の達成

可能性の知覚との間には, 仮説で想定されてい

たような逆Ｕ字型の関係は存在していないこと

がわかる｡ したがって, 仮説 1 は棄却された｡ 

そこで, 次に, 事業部間で移転の対象となっ

ている知識の特性について考慮してみよう｡ 既

述のように, 明示化された知識は文書化などが

行われているために, 比較的, 移転が容易に行

われると考えられるのである｡ このために, 事

業部長によって知覚された予算の達成可能性の

知覚とはある程度無関係に, 事業部によって当

該知識の獲得が行われている可能性がある｡ す

なわち, 明示化された知識については, それら

の知識の獲得は事業部長の予算達成可能性の知

覚とは関連性が比較的少ないことが予想される｡ 

これに対して, 明示化がおこなわれていな知識

や暗黙的な特性を有する知識の獲得は, 主に, 

人的な接触を介して行われると考えられる｡ こ

のために, このようなタイプの知識の移転には, 

知識を提供する側においても, また獲得する側

においても, 多くの時間や労力が必要とされる

と考えられるのである｡ このために, 明示化が

おこなわれていない知識や暗黙的な知識の獲得

は, 事業部が当該知識を必要と考える場合に限

って, 獲得のための努力が払われると考えられ

る5)｡ このことから, 明示化されていないまた

は暗黙的な知識の事業部による獲得の頻度と事

業部長による予算の達成可能性の知覚との間に

は, 一定の関係性が存在する可能性があると考

えられるのである｡ 

知識が組織内において明示化される程度につ

いては, 知識自体の中身にも関連するが (Kogut 

and Zander 1992, 387), 企業が知識に対して適用

している戦略にも大きく依存している (Hansen, 

et al. 1999, 107)｡ すなわち, 意図的に知識を暗

黙知の状態で組織に保有している企業もあれば, 

積極的に知識の明示化を推進する企業も存在す

る｡ 知識を明示化することは, 企業内での知識

の共有およびその活用にとって大きなベネフィ

ットをもたらすことが期待されるが, 同時に知

識の文書化を進めることは, 他社への当該知識

の流出, さらには他社による模倣の可能性を高

めてしまうというデメリットも存在している｡ 

本研究では, 知識の明示化の程度は, 知識が

文書化されている程度 (Hansen 1999, 87), およ

び  ｢ソフトウェアで表現されている程度｣ 

(Zander and Kogut 1995, 81) によって測定され

ている｡ 具体的には, 本調査では, Zander and 

Kogut (1995, 88) に基づいて, 前述の10の知識

について, 知識の明示化の程度について, 知識

がマニュアルで表現されている程度, 標準的な

ソフトウェアに埋め込まれている程度, 自社開

発のソフトウェアに埋め込まれている程度, お

よび文書化されている程度について, 事業部長

に, それぞれ 7 点リッカートスケールで尋ねて

いる｡  1 は知識が明示化されていないことを,  7 

は明示化されていることを示している｡ なお, 

本調査では, まず, 前述した 4 つの知識の明示

化の方法それぞれについて, 考察の対象となっ

ている10の知識についての値を単純平均したう

えで, 知識が組織によって, またそれぞれの知

識の特性に応じて, 様々な形で明示化されてい

る可能性を考慮して, そのうち最大のものを当

該知識の明示化の程度として利用している｡ 

サンプル事業部全体における, 知識全体での

明示化の程度の平均値は5.12であった｡ このこ

とから, 少なくとも本研究の対象となった事業

部においては, ある程度意識的に, 知識の明示

化の作業が行われているということができよう｡ 



経営志林 第47巻 2 号 2010年 7 月  9 

そこで, サンプルを平均値で 2 つのグループに

分け, 知識の明示化の程度が低いグループと高

いグループのそれぞれにおいて, 事業部による

知識の獲得の頻度と事業部長による予算の達成

可能性の知覚との間に逆Ｕ字型の関係があるか

を調べた｡ 知識の明示化の程度が低い, すなわ

ち知識が明示化されていないまたは暗黙的な状

態で企業内に存在している事業部のグループで

は両者の間に以下に示すような関係が見られた 

(表 3 参照)｡ 

 

表 3 . 知識の明示化の程度が低いグループにおける回帰分析の結果 

説明変数 非標準化係数 B 標準誤差 t 値 有意確率 

定数 - 1.055 1.993 - 0.529 0.600 

予算の達成可能性 15.162 6.140 2.470 0.018 

予算の達成可能性2 11.311 4.487 2.521 0.016 

F = 3.189 (p  < 0.10)  調整済み R2 = 0.101 n = 39 

 

上記の結果は, 事業部によって明示化がなさ

れていないまたは暗黙的な状態で存在している

知識の獲得の頻度と, 事業部長の予算の達成可

能性の知覚との間に逆Ｕ字型の関係が存在して

いることを示している｡ 上記の結果を前述の式

に当てはめると次のようになる｡ 

Y = α + 15.162X - 11.311X2 

また, この式を解くと, 知識の獲得 (Y) が最

大値を示す予算の達成可能性  (X) の値は約

68％であることがわかる｡ このことから, 事業

部予算の編成段階における事業部長による予算

の達成可能性の知覚が68％ほどで, 事業部によ

る他の事業部からの明示化が行われていない, 

または暗黙的な知識の獲得が最も頻繁に行われ

ていることが分かる｡ さらに, 予算の達成可能

性の二乗の項の係数の符号がマイナスであるこ

とから, 事業部長による予算の達成可能性の知

覚が68％よりも高い場合でも, 低い場合でも, 

事業部による知識の獲得の頻度は低下する傾向

があるといえよう6)｡ なお, 分析結果の紹介は

省略しているが, 知識の明示化の程度が高いグ

ループでは両者の間に逆Ｕ字型の関係は存在し

なかった｡ 

以上のことから, 事業部長による予算の達成

可能性の知覚が事業部による他の事業部からの

知識の獲得の頻度にもたらす影響は, 組織内に

おいて知識の明示化が行なわれている程度にも

大きく依存しているといえよう｡ すなわち, 明

示的な知識は事業部長による予算の達成可能性

の知覚とは無関係に獲得される傾向があるが, 

明示化されていない, または暗黙的な知識は事

業部長による予算の達成可能性の知覚が中程度

の場合に最も頻繁に獲得される傾向があること

がわかる｡ 

4 . 2 仮説 2 の検証 

事業部長による事業部予算編成への参加の程

度を測定するための尺度として, 本研究では

Milani (1975, 279) によって開発され, その後の

多くの実証研究においてその妥当性がすでに検

証されている 6 つの質問項目を利用する｡ ただ

し, 本研究の対象は日本企業であることから, 

日本企業における予算編成実務を考慮して ｢予

算編成にさいして事前にトップ・マネジメント

から提示されるガイドラインの詳細さの程度｣ 

に関わる質問項目を付加した｡ 結果的に, この

研究では, 合計 7 つの質問項目で, 予算編成へ

の事業部長の参加の程度について尋ねている｡ 

これらの 7 つの質問項目について因子分析 

(バリマックス回転を伴う重み付けのない最小

二乗法) を行った結果は表 4 に示すとおりであ

る｡ 因子分析の結果,  2 つの因子が抽出された7)｡ 
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表 4 . 因子分析の結果 

 因子 1 因子 2 

予算設定へのあなたの貢献の重要性 0.8860.8860.8860.886    0.197 

予算設定のさいにあなたが関与する予算の部分 0.8120.8120.8120.812    0.241 

最終的な予算決定にあなたが持っていると感じる影響力 0.8100.8100.8100.810    0.189 

予算設定のさいに, あなたから提起される議論の頻度 0.6200.6200.6200.620    0.518 

予算設定のさいに, 上司から提起される議論の頻度 0.180 0.7280.7280.7280.728    

上司が予算修正を求められるさいに提示する理由付けの種類 0.251 0.5600.5600.5600.560    

予算設定のさいに考慮すべき重要項目が事前に提示される範囲 0.097 0.5530.5530.5530.553    

 

これらの 2 つの因子の各々の信頼係数は0.89

と0.66であり, 許容可能な水準にあるといえよ

う｡  また , 因子 1 が全体の36.98％ , 因子 2 は

22.16％を説明している｡ 

因子 1 に寄与している変数をみてみると , 

｢予算への貢献の程度｣, ｢予算設定のさいに関

与する範囲｣ および ｢予算設定のさいに, あな

たから提起される議論の頻度｣ である｡ これら

の変数は, 事業部長が予算編成に際して有して

いると知覚している影響力の程度や, 結果として

編成された予算に対する自らの貢献に対する知

覚の程度を示していると解釈することができる｡ 

これらのことから, この因子を ｢事業部長の予算

編成への参加の程度｣ と名付けることにする｡ 

これに対して, 因子 2 に寄与している変数は, 

｢上司から提起される議論の頻度｣ および ｢予

算修正に際しての上司からの理由付け｣ である｡ 

これらは, 事業部予算に対する上司からの介入

の程度に関連していると考えられる｡ そこで, 

本研究では, この因子を ｢予算編成への上司の

介入の程度｣ と名付ける｡ 

なお, 以下の分析では, 上記で抽出された 2 

つの因子を構成しているそれぞれの変数の値を

単純平均したものを, ｢事業部長の予算編成へ

の参加の程度｣ および ｢予算編成への上司の介

入の程度｣ の値として分析に利用している｡ 

仮説の検証を行う目的で, 事業部による知識

の獲得の頻度を被説明変数に, ｢事業部長の予

算編成への参加の程度｣ および ｢予算編成への

上司の介入の程度｣ を説明変数とした重回帰分

析を実施した｡ その結果は, 表 5 に示すとおり

である｡ 

 

表 5 . 事業部長の予算編成への参加と知識の獲得との関係 

説明変数 非標準化係数 B 標準誤差 t 値 有意確率 

定数 1.209 0.783 1.545 0.126 

事業部長の参加の程度 0.259 0.117 2.217 0.029 

上司の介入の程度 0.246 0.146 1.679 0.097 

F = 6.310 (p  = 0.003)  調整済み R2 = 0.115 n = 83 

 

表 5 に示した重回帰分析の結果をみてみると, 

｢事業部長の予算編成への参加の程度｣ は 5 ％

水準で有意であり, ｢予算編成への上司の介入

の程度｣ はそれよりも弱いが10％水準で統計的

に有意である｡ なお, 両変数とも, 事業部によ

る他の事業部からの知識の獲得の頻度にポジテ

ィブな関係を有していることがわかる｡ このこ

とは, 事業部長の予算編成への参加の程度が高

まるにつれて, また予算編成への上司の介入の

程度が高まるにつれて, 事業部による他の事業

部からの知識の獲得の頻度が高くなっているこ

とを示している｡ したがって, 仮説 2 は支持さ
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れたといえよう｡ また, 両者の変数の影響の大

きさに着目すると, 事業部長の予算編成プロセ

スへの参加の程度が, 事業部による知識の獲得

の頻度により大きな影響を及ぼしていることが

わかる｡ 事業部長が予算編成において大きな影

響力を発揮していると知覚している状況で, よ

り積極的に他の事業部からの知識の獲得がなさ

れているということができよう｡ 

予算編成プロセスへの上司の介入が, 事業部

の他の事業部からの知識の獲得の頻度にポジテ

ィブな影響を及ぼしている理由としては, 上司

が事業部長にとってその職務の遂行に際しての

重要な情報源であり, 上司の予算編成プロセス

への介入は事業部長に彼らの職務遂行に当たっ

てどのような情報が重要であるのかを編成のプ

ロセスでのコミュニケーションを通じて知らせ

ている可能性がある (Kren 1992, 518-519) と解

釈することができよう｡ 

4 . 3 仮説 3 の検証 

本研究では, インセンティブ・システムの設

計について, 事業部長に彼らの給与そして / ま

たは年度ボーナスの増加または減少が, 事業部, 

事業グループまたは全社のパフォーマンス, そ

の他の要因に, それぞれどの程度結び付けられ

ているかという割合を, 合計で100％になるよ

うに記入してもらった｡ 仮説 3 に関連して, 事

業グループまたは全社のパフォーマンスに結び

つけられている事業部長の給与そして / または

ボーナスの割合は以下の式に基づいて算出を行

うことにした｡ 

 
グループまたは全社のパフォーマンスに 
結び付けられている給与 / ボーナスの割合 

事業部, グループまたは全社のパフォーマンスに
結び付けられている給与 / ボーナスの割合 

 

インセンティブ・システムの設計と事業部に

よる他の事業部からの知識の獲得の頻度との間

の関係を見ると, この研究においても, 両者の

間には何の関係も見出すことができなかった 

(r = 0.017)｡ この結果は, Gupta and Govindarajan 

(2000, 486-489) の研究結果と一致するもので

ある｡ 

そこで, 次に, 知識の特性を考慮し, 事業部

長による知識の獲得の頻度を被説明変数に, イ

ンセンティブ・システムの設計, 知識の明示化

の程度を説明変数とした重回帰分析を実施した｡ 

さらに, これらの説明変数に, インセンティ

ブ・システムの設計と知識の明示化の程度の交

互作用項を付け加えた重回帰分析も実施した｡ 

しかしながら, この重回帰分析において, 交互

効果は統計的に有意なものではなかった｡ この

ことから, 仮説 3 は棄却されたといえよう｡ イ

ンセンティブ・システムの設計は事業部による

他の事業部からの知識の獲得の頻度に何ら影響

を及ぼしていないことが分かる｡ 

4 . 4 知識の獲得の頻度と事業部の業績 

仮説 4 は, 事業部による他の事業部からの知

識の獲得の頻度が, 事業部業績に与える影響に

関連したものである｡ 本研究では, 事業部業績

として, 財務的な成果と非財務的な成果の双方

を考慮にいれている｡ 財務的な成果としては

ROI を, また非財務的な成果としてはマーケッ

ト・シェアをとりあげた｡ 質問票では, 事業部

の ROI またマーケット・シェアが, 過去 3 年の

間にどの程度改善したかを 7 点リッカートスケ

ールで尋ねている｡  1 はそれぞれの業績が過去 

3 年間において, ｢全く改善していない｣ ことを,  

7 は ｢顕著に改善した｣ ことを示している｡ 全

サンプルを事業部による知識の獲得の頻度の平

均値である3.91で二分し, 知識の獲得の頻度が

高いグループと低いグループとに区分し, 両グ

ループ間で事業部の ROI またマーケット・シェ

アといった業績の変化の程度に差異があるかを

比較する目的で t検定を行った｡ しかしながら, 

両グループ間で財務的および非財務的な業績の

改善の程度に有意な差異は見出されなかった｡ 

従って, 仮説 4 は棄却された｡ このことは, 事

業部による他の事業部が有する知識の獲得の頻

度が, 仮説で想定していたようには, 事業部業

績の改善に直接的に結びつく性格のものではな

いことを意味しているのかもしれない｡ このこ

とは, 業績が財務的な尺度で測定された場合に

も, 非財務的な尺度で測定された場合にもいえ

る｡ 
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そこで, 次に, 本研究では, 事業部による知

識の獲得の頻度と事業部業績との間に非線形的

な関係を想定し, 分析を行ってみよう｡ これは, 

以下の理由に基づいている｡ 事業部の中には, 

自らの事業活動の遂行に必要ではあるが, その

時点で自事業部が有していない知識を効果的・

効率的に他の事業部から獲得することで, 業績

の改善を図っている事業部が存在する一方で, 

もともと当該企業の中で最も歴史を有している, 

または中核的な事業を担っているために, 他の

事業部と比べ, 相対的に多くの知識を保有して

いるために, 必ずしも他の事業部からの知識の

獲得を必要としない事業部が存在する可能性が

ある｡ このような事業部は全社において知識の

提供者の役割を担っており, ここで想定してい

るような知識の獲得者の立場にならない可能性

がある｡ たとえば, 伝統的に当該企業のコアな

事業を担っている事業部などがこれに当たる可

能性がある｡ この仮定を反映したモデルは次の

とおりである 

Y = α + β1X + β2X
2 

ここで, Y は財務的また非財務的な事業部業

績を示しており, X は事業部による他の事業部

からの知識の獲得の頻度を示している｡ この回

帰分析を行った結果は表 6 に示すとおりである｡ 

 

表 6 . 事業部業績と知識の獲得の程度に関する回帰分析 

回帰式の一般モデル Y = α + β1 (知識の獲得の頻度)  + β2 (知識の獲得の頻度)2 

1. 事業部 ROI = 6.811 - 1.475X + 0.213X2  F = 4.734**  調整済み R2 = 0.086 

t  -2.242*  2.627*    n = 80  

2. 事業部 MS = 5.462 - 0.996X + 0.161X2  F = 7.171**  調整済み R2 = 0.134 

t  -2.009*  2.627**    n = 81  

MS : マーケット・シェア *p  < 0.05 **p  < 0.01 

 

表 6 に示した結果より, 事業部による知識の

獲得の頻度と事業部の財務的な成果である ROI

および非財務的な成果であるマーケット・シェ

アの間にはＵ字型の関係が見られる｡ このこと

は, 他の事業部から多くの知識を獲得している

事業部, また逆に, その程度が低い事業部にお

いて ROI やマーケット･シェアが高いことを意

味している｡ 他方で, 他の事業部からの知識の

獲得の程度が中程度に位置するような事業部で

は, 逆に, ROI およびマーケット･シェアといっ

た事業部業績が低いことを意味している｡ 

ところで, 他の事業部からの知識の獲得の頻

度が中程度である事業部において, 他の事業部

からの知識の獲得の頻度が高いまたは低い事業

部と比べて, ROI またマーケット・シェアとい

った業績が低い傾向が見られるというこの結果

は, どのように解釈がなされるべきであろうか｡ 

ここで, 他の事業部からの知識の獲得の頻度が

高い事業部は, 効果的に事業活動の遂行に必要

な知識を他の事業部より獲得している可能性が

ある｡ これは仮説で想定していた考えと一致し

ている｡ 他方で, 事業部による知識の獲得の頻

度が低い事業部というのは, 必ずしも他の事業

部から事業活動の遂行上必要な知識の獲得を行

い得ない事業部を意味しているのではない可能

性がある｡ 事業部による知識の獲得の頻度が低

い事業部は, そもそも事業活動の遂行にあたっ

て, 他の事業部からの知識の獲得の必要性が低

い事業部である可能性があるのである｡ これら

の事業部は, 既述のように, 当該企業において, 

歴史を有した中核的な事業部であり, 自部門が

有している知識に依存することで効果的・効率

的に事業活動を遂行している可能性があるので

ある｡ これに対して, 他の事業部からの知識の

獲得の頻度が中程度の事業部というのは, 事業

活動の効果的な遂行のために, 他の事業部から

の知識の獲得が必要であるにも関わらず, 何ら

かの理由で, それが十分には行われていない事

業部であると解釈できるのかもしれない｡ 今後, 

このようなタイプの事業部がどのような特性を
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有しているのか, さらにこれらの事業部の知識

の獲得の頻度を抑制している要因を明らかにす

ることも課題の一つである｡ 

さらに, 回帰分析の説明力をみてみると, マ

ーケット・シェアを被説明変数とした回帰分析

では, 事業部による他の事業部からの知識の獲

得の頻度という説明変数の説明力 (調整済み) 

は13.4％であるのに対して, ROI を被説明変数

とした回帰分析のケースでは, 説明力は8.6％

にとどまっている｡ このことは, 事業部による

知識の獲得の頻度がマーケット・シェアのよう

な非財務的な成果をより説明しうる可能性を示

唆しているのかもしれない｡ 

5 . まとめと今後の研究課題 

本稿では, MCS の設計およびその利用の方法

が, 事業部による同一企業の他の事業部からの

知識の獲得の頻度に与える影響について, 日本

企業の83事業部からの質問票調査の回答に対す

る分析結果に基づいて仮説の検証を行った｡ 本

研究の分析結果からの発見事項を整理すると, 

次のとおりである｡ 

第 1 に, 事業部長による予算の達成可能性の

知覚が, 事業部による他の事業部からの知識の

獲得の頻度にもたらす影響は, 移転の対象とな

っている知識の特性に大きく依存していること

が発見された｡ すなわち, 知識の明示化が可能

であるが, 何らかの理由により明示化が行なわ

れていない知識, またはその特性上, 暗黙的な

特性を有する知識は, 事業部長による予算の達

成可能性の知覚が中程度である時に, もっとも

頻繁に他の事業部からの獲得が行われる傾向が

ある｡ 事業部長による予算の達成可能性の知覚

が, これよりも低い場合においても, また高い

場合においても, 事業部による知識の獲得の頻

度は低くなる傾向がみられる｡ さらに, 明示化

の程度が高い知識の事業部による獲得の頻度は, 

事業部長による予算の達成可能性の知覚とは無

関係に行われる傾向がある｡ 

第 2 に, 事業部長の事業部予算編成への参加

の程度, および予算編成プロセスへのトップ･

マネジメントの介入の程度は, 事業部による他

の事業部からの知識の獲得の頻度にポジティブ

なインパクトを及ぼしていることが発見された｡ 

なお, これらの 2 つの変数の有する効果を比較

してみると, 事業部長の予算編成プロセスへの

参加の程度が, 予算編成プロセスへのトップ・

マネジメントの介入に比べて, より大きな影響

を事業部による他の事業部からの知識の獲得の

頻度に及ぼしていることがわかった｡ 

第 3 に, 事業部長の報酬を事業グループまた

は全社業績と関連付けるインセンティブ・シス

テムの設計は, 事業部による他の事業部からの

知識の獲得の頻度になんら影響を及ぼさないこ

とが明らかになった｡ またこの結果は, 知識の

特性を考慮に入れた場合も同様であった｡ すな

わち, 本研究においても, インセンティブ・シ

ステムの設計は事業部間という水平的な状況に

おける知識の獲得の頻度に何ら影響を及ぼして

いないことが発見された｡ 

第 4 に, 事業部による他の事業部からの知識

の獲得の頻度と, 事業部の財務的成果である

ROI および非財務的な成果であるマーケット・

シェアとの間には, Ｕ字型の関係性が存在する

ことが発見された｡ 他の事業部からより頻繁に

知識の獲得を行っている事業部, また逆に, そ

の程度が低い事業部において, ROI やマーケッ

ト･シェアが高い傾向が見られた｡ 他の事業部

からの知識の獲得の頻度が低い事業部というの

は, 当該事業部を有する企業において, 中核的

な事業を行っている, 歴史のある事業部であり, 

知識の提供者としての役割を果たしている可能

性がある｡ 他方, 他の事業部からの知識の獲得

の程度が中程度に位置するような事業部では, 

ROI およびマーケット･シェアといった事業部

業績が低い傾向が見られた｡ さらに, 事業部に

よる知識の獲得の頻度は, ROI といった財務的

な成果よりも, マーケット・シェアといった非

財務的な成果により大きな影響を及ぼしている

ことが発見された｡ 

本稿は, どのような MCS の設計特性および

トップ・マネジメントによる MCS の利用の方

法が, 事業部による同一企業の他の事業部から

の知識の獲得の頻度を高める可能性があるかを, 

経験的な研究を通じて明らかにした点で, 理論
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的にもまた実務的にも大きな意義を有している

と考えられる｡ 

また, 本研究では, MCS の設計およびその運

用は, 事業部長ならびに事業部の活動に影響を

及ぼすことを通じて, 財務的, そしてより強い

程度で非財務的な事業部業績に影響を及ぼして

いることも明らかにしている点で意義がある｡ 

しかしながら, 本研究には, いくつかの課題

も残されている｡ 第 1 に, 本研究において採用

された研究方法に関連した課題である｡ 本研究

では, 今日, 日本企業において一般的であると

考えられる事業部制組織を前提とした上で, 事

業部間における知識の移転を分析対象として設

定した｡ このために, より正確な事業部に関す

る知識の獲得の頻度, また MCS の利用に係る

事業部長の知覚に関する情報を得るために, 直

接的に事業部長から回答を得ることを念頭にお

いて質問票の設計を行った｡ また, 質問票に対

する回答を得るための手続きにおいても, 事業

部制がより一般的に採用されていると考えられ

る 4 つの業種を選択し, それらの業種に属する

企業のトップ・マネジメントに調査への参加の

依頼を行い, 参加を認めていただいた企業に事

業部あての質問票を置いてくるという手続きを

経て行われている｡ MCS の設計が事業部間で

の知識の移転の頻度に及ぼす影響を明らかにし

た研究がこれまで存在していない状況で, 今回

の研究は限られたサンプルではあるが, 両者の

関係性を明らかにしている点で, 大きな意義を

有していると考える｡ しかしながら, 同時にサ

ンプルが一部の業種, しかも研究に同意をして

いただいた限られた企業の事業部に限られてい

るという問題点もはらんでいる｡ 今後は, 調査

対象となるサンプルをほかの業種にも拡張して

いくことが課題の一つとなろう｡ 

第 2 に, 本研究は質問票調査の手法に基づい

て行われたものであり, MCS が具体的にどのよ

うなプロセスを経て, 事業部による他の事業部

からの知識の獲得の頻度に影響を及ぼしている

かについては何も明らかにしてはいない｡ この

点は, 両者の関係を明確にするうえでも重要な

点である｡ 今後は, 数社を対象とした経時的な

調査を通じて, MCS の設計及びその運用が事業

部による知識の獲得の頻度に具体的にどのよう

なプロセスを経て影響を及ぼしているのかを明

らかにすることが必要があろう｡ 

第 3 に, 本研究の調査対象は日本企業の事業

部である｡ 事業部間で行われる知識の移転の頻

度に影響を及ぼす要因については, その企業が

本社をおいている国の間の違いも大きいことが

予想される｡ もともと事業部間での垣根が低い

状況と高い状況では, MCS の設計がもたらす影

響を大きく異なることが予想されるのである｡ 

そこで今後は, 同様の調査を, 日本とは文化的

な特性が異なると考えられる国々で行うことも

必要であろう｡ 

〔注〕 

 1) この点については, Polanyi (1966) に詳しく言及

が行われている｡ 

 2)  4 つの業種に属する55社の企業のトップ・マネ

ジメントに, 本研究への参加を依頼した｡ この作

業には, 約 7 ヶ月間を要した｡ 

 3) 過去のどの時点にまでさかのぼって知識の獲得

の頻度について尋ねるかが, 本研究における一つ

の大きな問題であった｡ 製品設計やプロセス設計

に関わる知識の獲得は, 新製品の開発が行われる

頻度との関係で, 過去 1 年間では必ずしも観察さ

れない可能性がある｡ 逆に, あまりにも調査の期

間が長期に及ぶ場合には, 事業部長が他の事業部

に移動となってしまっている可能性があり, 過去

の知識の獲得について正確な情報を入手し得ない

可能性があることが考えられた｡ そこで, 本研究

では過去 3 年間を調査の対象期間として設定する

ことにした｡ 

 4) この回帰式は, Miller and Friesen (1982, 15) に基

づいたものである｡ 

 5) この点については, 知識の提供を行う事業部の

立場から論じることも可能であるが, 本稿では, 

紙幅の制約上, 知識の獲得を行う事業部の立場か

らのみ議論を行なっている｡ 

 6) なお, サンプル全体での事業部長の予算の達成

可能性の知覚の平均値は81.7％である｡ この点か

らいえば, 知識の移転が最も頻繁に行われる予算

の達成可能性の水準である68％という数値はある

程度低い数値であるといえよう｡ これは, 予算の

達成のために, ある程度の努力を必要とするレベ

ルであるといえるかもしれない｡ 

 7) Milani (1975, 279) の提示した事業部長による予

算参加の程度を測定する尺度を利用した質問票調
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査で得られた結果に因子分析を行ったとろこ, 例

えば Brownell (1982, 17) の研究では, 本研究と同

様に  2 つの因子が発見されている｡  ただし , 

Brownell は Milani の研究との比較可能性を考慮し,  

6 つの項目の得点を単純平均することで 1 つの変

数を作り出している｡ これに対して, たとえば

Kren (1992, 516) の研究では 1 つの因子が抽出さ

れている｡ 
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付表 1  本研究で使用される変数の記述統計量 

 n 理論値 最小値 最大値 平均値 標準偏差 

知識の移転の頻度 83 1 - 7 1.10 7.00 3.9123 1.2944 

知識の明示化の程度 83 1 - 7 2.25 6.90 5.1202 0.9761 

予算の達成可能性 (％) 83 0 - 100 30.00 100.00 81.6867 15.7588 

事業部長の予算編成への参加の程度 83 1 - 7 1.67 7.00 5.7028 1.2537 

予算編成への上司の介入の程度 83 1 - 7 2.33 7.00 4.9960 0.9993 

グループ・ベースのインセンティブシステムの割合 (％) 83 0 - 100 0.00 100.00 59.2169 25.5606 

事業部 ROI の改善の程度 80 1 - 7 1.00 7.00 4.6625 1.6300 

事業部マーケット・シェアの改善の程度 81 1 - 7 1.00 7.00 4.2840 1.2672 

 


